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運用体制案の設定

定常的なサービス提供時の民間企業等の参画を想定して、官民連携による運用体制案を設定。
⇒ 公的主体がインフラ等を整備・提供し、民間企業等がそれらを活用して各種サービスを提供。

① 「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制案

不特定多数の人が自ら保有する携帯端末でサービスを利用することを念頭に置いた運用体制

② 「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制案

多様な位置特定インフラに対応した携帯端末の普及状況や、限られたエリアでのサービス提供を念頭に、自治
体・地域サービス事業者等が主体となって携帯端末を利用者に貸し出し、サービスを提供する運用体制

1

図①「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制案 図②「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制案
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民間企業等の参画条件等：①「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制案

「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制実現にあたっての、参加民間企業等からの主な要望：

全国統一仕様の策定、規格化

官による、位置特定インフラ・歩行空間ネットワークデータ等の全国的整備・管理

歩行空間ネットワークデータ等の一元管理・公開（無償提供）

図「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制実現にあたっての、参加民間企業等からの主な要望
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全国統一仕様の策定、規格化

民間が事業参画しやすいように、位置特定インフラや歩行空間
ネットワークデータ、屋内や地下街などの描画地図データの
全国統一仕様の策定、規格化が必要。
ただし、実装レベルは民間事業者が創意工夫して幅広く活用で
きるものとすべき。

全国統一仕様の策定、規格化

民間が事業参画しやすいように、位置特定インフラや歩行空間
ネットワークデータ、屋内や地下街などの描画地図データの
全国統一仕様の策定、規格化が必要。
ただし、実装レベルは民間事業者が創意工夫して幅広く活用で
きるものとすべき。

官による、位置特定インフラ・歩行空間ネット
ワークデータ等の全国的整備・管理

位置特定インフラや歩行空間ネットワークデータ等の整備・管
理（更新）、公開等に係る法制度を整備し、それらに基づき官
が責任を持って全国的整備・管理を行うことが必要。

官による、位置特定インフラ・歩行空間ネット
ワークデータ等の全国的整備・管理

位置特定インフラや歩行空間ネットワークデータ等の整備・管
理（更新）、公開等に係る法制度を整備し、それらに基づき官
が責任を持って全国的整備・管理を行うことが必要。

歩行空間ネットワークデータ等の一元管理・公開

官が整備したデータは一元的に管理・公開し、無償提供する
ことが必要。民間事業者が利用制限無しにインターネット等を
通じて容易に入手、自由に利用可能とすることが必要。
（※歩行空間ネットワークデータや位置特定インフラ関連情報等の公開は国が担い、国が各施

設管理者、施設毎に整備・更新されたデータを集約し、取りまとめて一元的に公開）

歩行空間ネットワークデータ等の一元管理・公開

官が整備したデータは一元的に管理・公開し、無償提供する
ことが必要。民間事業者が利用制限無しにインターネット等を
通じて容易に入手、自由に利用可能とすることが必要。
（※歩行空間ネットワークデータや位置特定インフラ関連情報等の公開は国が担い、国が各施

設管理者、施設毎に整備・更新されたデータを集約し、取りまとめて一元的に公開）
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民間企業等の参画条件等：② 「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制案

「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制実現にあたっての、参加民間企業等からの主な要望：

官による、位置特定インフラ・歩行空間ネットワークデータ等の継続的な整備・管理

サービス提供への自治体の主体的な取組

携帯端末貸出運営の自治体による支援

図「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制実現にあたっての、参加民間企業等からの主な要望

サービス提供への自治体の主体的な取組

当面、自治体や地域サービス事業者等が主体となって携帯端末
を貸し出し、運用費用等は自治体や地域サービス事業者等が
負担する運用形態を前提とすることが必要。

サービス提供への自治体の主体的な取組

当面、自治体や地域サービス事業者等が主体となって携帯端末
を貸し出し、運用費用等は自治体や地域サービス事業者等が
負担する運用形態を前提とすることが必要。

官による、位置特定インフラ・歩行空間ネット
ワークデータ等の継続的な整備・管理

サービス提供にあたっては、官が責任を持って、位置特定イン
フラや歩行空間ネットワークデータ等を継続的に整備・管理す
ることが必要。

官による、位置特定インフラ・歩行空間ネット
ワークデータ等の継続的な整備・管理

サービス提供にあたっては、官が責任を持って、位置特定イン
フラや歩行空間ネットワークデータ等を継続的に整備・管理す
ることが必要。

携帯端末貸出運営の自治体による支援

現状の体制では、通常の案内業務で手一杯であり、携帯端末の
貸出運営業務を行うスタッフが必要。人件費の負担が大きな課
題であり、自治体等による財政的支援、人的支援が求められる。

携帯端末貸出運営の自治体による支援

現状の体制では、通常の案内業務で手一杯であり、携帯端末の
貸出運営業務を行うスタッフが必要。人件費の負担が大きな課
題であり、自治体等による財政的支援、人的支援が求められる。
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整備 / 維持管理費用の算定

平成20年度実証実験における実績、及び、民間事業者へのヒアリング等により、定常的なサービス提供に必要となる

整備 / 維持管理費用（単価）を算定。

• 対応携帯端末の動産保険。

• 端末価格×適用料率(1.067%)

• 「携帯端末の貸出」を行う場合
3,841円/台保険料

36万円/台

15～20円/件(2年度～)

• 国土交通省試算

（点検頻度：1回/2週間と仮定）2.5万円/km･年(定期点検)保守費用

• 専用携帯端末と受信機のセット
価格（現時点）

• 「携帯端末の貸出」を行う場合
(現時点)購入費用

対応携帯端末

• 既存の案内窓口にて端末貸出を
行うスタッフを雇用（8時間/
日、12箇月）

• 「携帯端末の貸出」を行う場合

360万円/箇所･年運用費用端末貸出窓口

• 民間に委託してｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で場
所情報ｺｰﾄﾞ解決を行う場合に必
要。利用件数（登録件数）によ
り利用料が変動

30～50円/件(初年度)場所情報ｺｰﾄﾞ
解決ｻｰﾊﾞ利用
料

場所情報コード
解決サービス

• ｿﾌﾄｳｪｱ更新などの保守費用

• ｻｰﾊﾞはｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続機能を有
する既存施設に設置。既存施設
のIT担当者が保守対応を実施

250万円/年
公開システム
運用費用

• 全国のデータを一元的に公開す
ると仮定（全国に一箇所整備）

• 既存システムを活用

• ﾒﾀﾃﾞｰﾀ参照、簡易ﾋﾞｭｰﾜ、ﾃﾞｰﾀ
ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ機能を有する

2千万円/全国
公開システム
構築費用

位置特定インフラ
関連情報／歩行空
間ネットワーク
データ等の公開

• 施設データ作成箇所の5%分が
毎年更新されると仮定0.05万円/箇所更新費用

• 平成20年度実証実験実績(平均)

• 既存の施設データを活用

（現地調査等は含まない）
0.9万円/箇所新規作成費用身障者が利用可能

な施設データ

• 歩行空間NWD整備延長の5%分
が毎年更新されると仮定0.4万円/km･年更新費用

• 平成20年度実証実験実績(平均)8.0万円/km新規作成費用歩行空間ネット
ワークデータ

• 平成20年度実証実験実績(平均)

（配管・配線工含む）11.3万円/台設置費用

3万円/台(量産時)

• 電波マーカーの場合

• 民間ヒアリングによる

12万円/台(現時点)
製品調達費用

位置特定インフラ

備 考費用（単価）費 目種 別

表 定常的なサービス提供に必要となる主な整備 / 維持管理費用（試算）



5図 パケット通信料の支払意志

利用者の支払意志額の算定

①「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制案における支払意志額

サービス利用料（平均）： 219円/月

②「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制案における支払い意志額

端末レンタル料（平均）： 277円/日

専用携帯端末レンタル料金
（例示）

「ユビキタス・アートツ
アー」（東京ﾐｯﾄﾞﾀｳﾝ）

貸出料500円（最大2時間）
（別途、保証金500円預）

専用携帯端末レンタル料金
（例示）

「ユビキタス・アートツ
アー」（東京ﾐｯﾄﾞﾀｳﾝ）

貸出料500円（最大2時間）
（別途、保証金500円預）

専用携帯端末レンタル料金
（例示）

「動物情報サービス」
（上野動物園）：無料

専用携帯端末レンタル料金
（例示）

「動物情報サービス」
（上野動物園）：無料

※平成20年度実証実験アンケート結果をもとに算定

図 対応携帯電話の購入意志

是非購入したい
16%

買換費用により判断
62%

購入しない
22%

現状の携帯電話と同等程度の
価格であれば購入したい

89%

現状の携帯電話より
高くても購入したい

6%

その他6%

パケット定額制に加入しており
通信料金を気にせず利用可能

45%

通信料がかからないなら
利用したい

34%

定額制に
新たに加入して

利用したい

13%

定額制に加入せずに
利用したい

6%

無料でも利用しない
2%

現状の携帯電話と同等の価格帯での販売が求め
られている。

パケット定額制加入者及び新規加入意向者は58%
と半数以上を占める。一方、通信料がかからない
なら利用したいとの回答も34%ある。

サービス利用料の支払意志額の平均は、既存の歩行者ナビゲーショ
ンサービス（有料）の利用料金と同等もしくはそれよりも低い。

端末レンタル料の支払意志額の平均は277円/日であり、既存の有料

での端末貸出による案内サービスと比べて低い。

歩行者ナビゲーションサービ
スの利用料金（例示）
「EZナビウォーク」

「ケータイ版ナビタイム」
利用料：210円/月・315円/月

「ゼンリン地図＋ナビ」
「MapFanアプリ」
利用料：315円/月

「ゼンリンいつもナビ」
利用料：367円/月

歩行者ナビゲーションサービ
スの利用料金（例示）
「EZナビウォーク」

「ケータイ版ナビタイム」
利用料：210円/月・315円/月

「ゼンリン地図＋ナビ」
「MapFanアプリ」
利用料：315円/月

「ゼンリンいつもナビ」
利用料：367円/月
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費用面からの運用体制案の検証

図 費用面からの運用体制案の検証にあたり設定したモデル地区（イメージ）

○標準的な橋上駅をモデルに設定

・位置特定インフラの設置密度（仮定）：24台/駅
・歩行空間ネットワークデータ延長（仮定）：700m/駅
・描画地図作成面積（仮定）：3,500m2/駅

○公的主体が整備する施設
データの対象施設はエリア
内に10施設程度と仮定。

・官公庁施設
・福祉サービス施設
・地域作業所
・高齢者交流施設
・病院、診療所
・文化施設（公立図書館、市

民ホール、体育館、博物
館・美術館など）

表 モデル地区における位置特定インフラ等の整備量（仮定）

公的主体が整備する施設データの対象施設として、
鉄道駅以外に、官公庁施設（自治体庁舎）、福祉
サービス施設、地域作業所、高齢者交流施設、病
院、診療所、文化施設（公立図書館、市民ホール、
体育館、博物館・美術館など）を想定

10施設施設データ

鉄道駅

鉄道駅

地上部

鉄道駅

地上部

3,500m2描画地図

標準橋上駅をモデルに設定

（参考：土木学会「土木工学ハンドブック」）

0.7km

300m/街区51.0km歩行空間ネット
ワークデータ

標準橋上駅をモデルに設定

（参考：土木学会「土木工学ハンドブック」）

昇降施設（階段、EV等）の乗降口、改札口、
券売機付近、ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、出口方面通路・
階段等に設置するものと仮定

24台

位置特定インフラの設置密度（仮定）：

６台/街区（交差点4台、単路部50m毎2台）

備考

1,020台

整備量

位置特定インフラ

種 別

鉄道拠点駅を中心とする徒歩圏（生活関連施設が徒歩圏内に集積している地区）

地上部面積：1km2

標準街区規模：50m×100m （参考：「区画整理計画標準（案）」）

道路面積率：15% （参考：「道路統計年報」）

エリア内の鉄道駅：1駅

公共による施設データ作成対象施設：10箇所

モデル地区の諸元（仮定）

費用面からの運用体制案の検証にあたり、鉄道拠点駅を中心とする徒歩圏、面積1km2の地区

をモデル地区として設定。

鉄道拠点駅を中心とする徒歩圏、1km2を想定
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業務委託

端末提供
（コンテンツ込）

地域ｻｰﾋﾞｽ事業者等
（端末貸出窓口）

端末レンタル料
（有料／無料）

端
末
提
供

（
貸
与
）

協
力
依
頼

／
委
託
等

端末製造
メーカー

調
達

端
末

納
品

調
達端
末

納
品

端末レンタル（貸出・受取）

位置情報サービス提供事業者

（コンテンツプロバイダー）

※提供コンテンツ加工・作成、
地図DB作成等含む

利 用 者

通信事業者

携帯端末

位置特定インフラ

位置特定インフラ／歩行空間NWD等
整備・管理主体

（国、自治体等施設管理者）

制度
財政的支援等

（国、自治体）

サ
ー
ビ
ス
提
供 通信料

位置特定インフラ関連情報、
歩行空間ネットワークデータ等の提供

位置特定インフラ利用環境の提供

場所情報コード

（
端
末
内
に
コ
ン
テ
ン
ツ

を
予
め
格
納
す
る
場
合
）

（通信事業者の回線を介して
サービスを提供する場合）

自治体等

費用面からの運用体制案の検証：「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制案

限られたエリアでのサービス提供を念頭に置き、モデル地区における「携帯端末の貸出」によるサービス提供体制案に

ついて費用面から検証。

① 初期投資費用： 27,561万円

② 年間運用費用： 532万円／年

③ 利用者からの収入： 199万円／年

11駅0.6万円/駅更新費用描画地図

• コンテンツ加工・作成等
含む1,0001式1,000万円/式構築費用提供システム

• H20実験の平均的台数と
同程度と仮定1,80050台36万円/台購入費用対応携帯端末

7,100日･台

数量

280円/日･台

原単位

レンタル料

費目

199利用者からの収入（年間）

• ﾚﾝﾀﾙ料金は平成20年度
実験ｱﾝｹｰﾄ結果より設定

• 窓口稼働日数355日/年、
1日1回転、平均稼働率
0.4と仮定（稼働率はH20年
度実験実績を踏まえ設定）

199対応携帯端末

③利用者からの収入
備考費用(万円)種別

27,561初期投資費用計

220円/件2年度以降

初年度

• 初年度のみ534万円532年間運用費用計
1950台3,841円/台保険料対応携帯端末

• 鉄道駅付近1箇所と仮定3601箇所360万円/箇所運用費用端末貸出窓口

• 民間に委託してｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
上で場所情報ｺｰﾄﾞ解決を
行う場合に必要。千件以
上のため、初年度40円/
件、2年度以降20円/件

4

1,044件

40円/件利
用
料

場所情報コード
解決サービス

111箇所0.05万円/箇所更新費用施設データ

2151.7km0.4万円/km更新費用歩行空間ネット
ワークデータ

12951.7km2.5万円/km定期点検費用位置特定インフラ
備考

• 描画地図作成単価：34
円/m2（H20年度実証実
験実績）。3500m2/駅

• 身障者が利用可能な施設
ﾃﾞｰﾀ(駅+生活関連施設)

• 地上部：51.0km
• 鉄道駅：0.7km

• 地上部：1020台
• 鉄道駅：24台

備考

費用(万円)数量原単位費目種別
②年間運用費用

121駅12.0万円/駅作成費用描画地図

1011箇所0.9万円/箇所作成費用施設データ

41451.7km8.0万円/km作成費用歩行空間ネット
ワークデータ

11.3万円/台設置費用
24,3251,044台

12.0万円/台製品調達費用
位置特定インフラ

費用(万円)数量原単位費目種別
①初期投資費用

地域サービス事業者等（端末貸出窓口）
【収入】360万円/年

○自治体等からの支援
・端末貸出窓口運用費用補助：161万円/年

○利用者からの料金収入
・対応携帯端末レンタル料 ：199万円/年

【支出】360万円/年
●端末貸出窓口運用費用 ：360万円/年

地域サービス事業者等（端末貸出窓口）
【収入】360万円/年

○自治体等からの支援
・端末貸出窓口運用費用補助：161万円/年

○利用者からの料金収入
・対応携帯端末レンタル料 ：199万円/年

【支出】360万円/年
●端末貸出窓口運用費用 ：360万円/年

自治体等
◎初期投資
【収入】-
【支出】2,800万円

●端末購入費用 ：1,800万円
●ｼｽﾃﾑ構築費用：1,000万円

◎運 用
【収入】-
【支出】180万円/年

●端末保険料：19万円/年
●端末貸出窓口運用費用補助：

161万円/年

自治体等
◎初期投資
【収入】-
【支出】2,800万円

●端末購入費用 ：1,800万円
●ｼｽﾃﾑ構築費用：1,000万円

◎運 用
【収入】-
【支出】180万円/年

●端末保険料：19万円/年
●端末貸出窓口運用費用補助：

161万円/年

インフラ等整備・管理主体：
◎初期投資（収入：-、支出：インフラ等整備費用：24,761万円）
◎運 用

【収入】-
【支出】153万円/年

●インフラ等維持管理・更新費用：151万円/年
●場所情報ｺｰﾄﾞ解決ｻｰﾋﾞｽ利用料：2万円（初年度4万円）

インフラ等整備・管理主体：
◎初期投資（収入：-、支出：インフラ等整備費用：24,761万円）
◎運 用

【収入】-
【支出】153万円/年

●インフラ等維持管理・更新費用：151万円/年
●場所情報ｺｰﾄﾞ解決ｻｰﾋﾞｽ利用料：2万円（初年度4万円）

端末貸出窓口の
運用費用の補助

端末貸出窓口の収支を
±0にするためには、
稼働率を0.73以上に上
げる、又は、端末レン
タル料を500円以上と
しつつ同率の稼働率を
保つことが必要。
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費用面からの運用体制案の検証：「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制案

不特定多数の人が保有する携帯端末でサービスを利用することを念頭に置き、全国の鉄道拠点駅（5,000人/日以上）

周辺地区（1km2）にインフラ等が整備されたと仮定した場合における将来的な運用体制について費用面から検証

① 初期投資費用（全国）： 4,306億円

② 年間運用費用（全国）： 43億円／年

③ 利用者からの収入（全国）：119億円／年

2501式250万円/式ｼｽﾃﾑ運用費ﾃﾞｰﾀ公開ｼｽﾃﾑ

18253,500m234円/m2地下街

鉄道駅 1,6812,801駅0.6万円/駅更新
費用

描画地図

• 全国のﾃﾞｰﾀを一元的に公開2,0001式2,000万円/式ｼｽﾃﾑ構築費ﾃﾞｰﾀ公開ｼｽﾃﾑ

3,6381,070,000m234円/m2地下街

鉄道駅

4,306億円初期投資費用（全国計）

4,30815円/件2年度以降

初年度

43億円年間運用費用（全国計）

• 民間に委託してｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上
で場所情報ｺｰﾄﾞ解決を行う
場合に必要。1契約あたり1
万件以上で契約すると仮定

8,776
2,925,314件

30円/件
利用
料

場所情報コード
解決サービス

1,54130,811箇所0.05万円/箇所更新費用施設データ • 毎年5%更新されると仮定

57,964144,910km0.4万円/km更新費用歩行空間ネット
ワークデータ

362,274144,910km2.5万円/km定期点検費用位置特定インフラ

備考

• 描画地図作成単価：34円
/m2（H20年度実験実績）

• モデル地区と同様、鉄道拠
点駅毎に周辺に10の対象施
設があると仮定

• 単位当たりの歩行空間NWD
作成延長はモデル地区と同
等と仮定。

• 地上部：142,851km
• 鉄道駅：1,961km
• 地下街：98km

• 位置特定インフラ設置密度
はモデル地区と同等と仮定。

• 利用者数5000人/日以上の
全国の鉄道駅：2,801駅

• 全国地下街面積：1.07km2

• 地下街の設置密度はH20実
験実績と同等(1000台/km2)
と仮定。

備考

費用(万円)数量原単位費目種別

②年間運用費用

33,6122,801駅12.0万円/駅作成
費用

描画地図

27,73030,811箇所0.9万円/箇所作成費用施設データ

1,159,278144,910km8.0万円/km作成費用歩行空間ネット
ワークデータ

11.3万円/台設置費用

41,831,9902,925,314台

3.0万円/台製品調達費用

位置特定インフラ

費用(万円)数量原単位費目種別

①初期投資費用

屋外・屋内シームレ
スな移動支援サービ
スの実現を主な要因

とする増分

+3,780円/年･人
（+315円/月･人）

原単位

±0円/年･人
（±0円/月･人）

±0円/年･人
（±0円/月･人）

±0万円450万人上記以外を主な
要因とする増分

316万人
新規
加入者

既加入者 300万人
サ
ー
ビ
ス
利
用

+1,194,480万円

119億円利用者からの収入増分（全国）計

±0万円

サービス
利用料
（増分）

収入増(万円)利用者数費目種別

③利用者からの収入（増分）
18歳以上人口の10%が利用者になり、現行の携帯電話による商用歩行者ナビ
ゲーションサービスと概ね同程度の利用料を支払うと仮定した場合の試算

［利用者からの収入（増分）の試算にあたっての仮定］
※1：18歳以上人口（10,660万人）を歩行者ナビゲーションサービスの（潜在的な）有料会員対象と

仮定。
※2：携帯電話による歩行者ナビゲーションサービスの現時点での有料会員数を約300万人と仮定。
※3：第3世代（3G）携帯電話のより一層の普及、3G携帯電話へのGPS機能の標準搭載（2007年4月

～原則義務付け）により、今後全ての携帯電話がGPS機能搭載3G携帯電話に移行すると仮定。
更に、パケット定額制契約率の向上等も影響し、今後、GPSを活用した携帯電話による歩行者ナ
ビゲーションサービスの有料会員数は増大（概ね2～3倍程度と仮定）し、将来的には、位置特
定インフラの活用等による屋外・屋内シームレスなナビゲーションサービスの実現等により、
18歳以上人口の10%が携帯電話による歩行者ナビゲーションサービスの有料会員になると仮定。

※4：平成20年度実証実験におけるモニターアンケートでは、有料での支払意志額の平均は210円/
月との回答結果が得られているが、現行の商用歩行者ナビゲーションサービス（有料）の利用
料は315円/月のものが多いことから、利用料は現行の商用歩行者ナビゲーションサービスの平
均的な利用料である315円/月と仮定。（なお、平成20年度実証実験アンケート結果より、301
円～の支払意志がある人は全回答者数の11%）

※5：対応携帯端末の購入費用については、普及時には、現状の携帯電話と同等の価格で販売される
と想定（平成20年度実験アンケート結果における利用者の支払意志額、及び、民間事業者ヒア
リング結果をもとに想定）されることから、収入増としては計上していない。

※6：パケット通信料については、歩行者ナビゲーションサービスの利用者の殆どがパケット定額制
契約者になっているものと想定されることから、収入増としては計上していない。
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費用面からの運用体制案の検証：「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制案

位置情報サービス提供事業者

（コンテンツプロバイダー）

※提供コンテンツ加工・作成、
地図DB作成等含む

利 用 者

位置特定インフラ関連情報／歩行空間NWD等

公開主体

通信事業者

携帯端末

端末製造
メーカー

位置特定インフラ

位置特定インフラ／歩行空間NWD等
整備・管理主体

（国、自治体等施設管理者）

法制度
統一仕様等

（国）

サ
ー
ビ
ス
提
供

通信料、
回収代行手数料

サービス利用料

位置特定インフラ関連情報、
歩行空間ネットワークデータ等の登録・更新

端
末
販
売

端
末
購
入

位置特定インフラ関連情報、
歩行空間ネットワークデータ等の一元的公開（無償）

位置特定インフラ利用環境の提供
（オープンな利用環境の提供）

場所情報コード

位置特定インフラ／歩行空間NWD等整備・管理主体：
◎初期投資

【収入】-
【支出】4,306億円（インフラ等整備費用）

◎運 用
【収入】-
【支出】42.8億円/年

●インフラ等維持管理・更新費用：42.4億円/年
●場所情報ｺｰﾄﾞ解決ｻｰﾋﾞｽ利用料：0.4億円/年（初年度0.9億円）

位置特定インフラ／歩行空間NWD等整備・管理主体：
◎初期投資

【収入】-
【支出】4,306億円（インフラ等整備費用）

◎運 用
【収入】-
【支出】42.8億円/年

●インフラ等維持管理・更新費用：42.4億円/年
●場所情報ｺｰﾄﾞ解決ｻｰﾋﾞｽ利用料：0.4億円/年（初年度0.9億円）

位置特定インフラ関連情報／歩行空間NWD等公開主体：
◎初期投資

【収入】-
【支出】0.2億円（公開システム構築費用）

◎運 用
【収入】-
【支出】0.03億円/年（公開ｼｽﾃﾑ運用費用）

位置特定インフラ関連情報／歩行空間NWD等公開主体：
◎初期投資

【収入】-
【支出】0.2億円（公開システム構築費用）

◎運 用
【収入】-
【支出】0.03億円/年（公開ｼｽﾃﾑ運用費用）

位置情報サービス提供事業者（コンテンツプロバイダー）：
（※提供コンテンツ加工・作成、地図DB作成等含む）
◎初期投資

【収入】-
【支出】

●位置特定インフラ、歩行空間NWD等対応ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑの開発・構築
（サーバ等設備増強、データ変換・入力システムの開発・導入等含む）

◎運 用
【収入】

○サービス利用料による収入増119億円/年のうち、通信事業者による
回収代行手数料を減じた額を、地図業者・コンテンツ制作事業者等の
関係企業、及び、競合各社でシェア。

【支出】
●提供コンテンツ加工・作成（更新）
●歩行空間NWD等の地図DBへの取込、地図DB構築（更新）
●検索アルゴリズム・DB等のメンテナンス・改修等費用
●システム運用管理費用、等

位置情報サービス提供事業者（コンテンツプロバイダー）：
（※提供コンテンツ加工・作成、地図DB作成等含む）
◎初期投資

【収入】-
【支出】

●位置特定インフラ、歩行空間NWD等対応ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑの開発・構築
（サーバ等設備増強、データ変換・入力システムの開発・導入等含む）

◎運 用
【収入】

○サービス利用料による収入増119億円/年のうち、通信事業者による
回収代行手数料を減じた額を、地図業者・コンテンツ制作事業者等の
関係企業、及び、競合各社でシェア。

【支出】
●提供コンテンツ加工・作成（更新）
●歩行空間NWD等の地図DBへの取込、地図DB構築（更新）
●検索アルゴリズム・DB等のメンテナンス・改修等費用
●システム運用管理費用、等

通信事業者：
◎初期投資

【収入】-
【支出】

●位置特定ｲﾝﾌﾗ対応携帯端末の開発・構築（端末製造ﾒｰｶｰ等との協業）
◎運 用

【収入】
○サービス利用料による収入増119億円/年のうちの回収代行手数料
（競合各社間でシェア）
※端末販売収入：端末買換需要の創出に繋がる可能性があるものの、

現状とほぼ同等の価格帯での販売が見込まれるため、
端末販売あたりの収入増は計上していない。

※ﾊﾟｹｯﾄ通信料：データARPU（1契約あたりの月間売上高）の向上が考
えられるものの、他要因によるパケット定額制契約率の
向上を勘案すると、自律移動支援サービス自体がデータ
通信料増収の主たる要因になるとは必ずしも言い難い。

【支出】-

通信事業者：
◎初期投資

【収入】-
【支出】

●位置特定ｲﾝﾌﾗ対応携帯端末の開発・構築（端末製造ﾒｰｶｰ等との協業）
◎運 用

【収入】
○サービス利用料による収入増119億円/年のうちの回収代行手数料
（競合各社間でシェア）
※端末販売収入：端末買換需要の創出に繋がる可能性があるものの、

現状とほぼ同等の価格帯での販売が見込まれるため、
端末販売あたりの収入増は計上していない。

※ﾊﾟｹｯﾄ通信料：データARPU（1契約あたりの月間売上高）の向上が考
えられるものの、他要因によるパケット定額制契約率の
向上を勘案すると、自律移動支援サービス自体がデータ
通信料増収の主たる要因になるとは必ずしも言い難い。

【支出】-

利用者：
◎初期投資：±0億円

※携帯端末購入費用：現状の携帯
電話と同等のため初期投資額の
増分は無し。

◎サービス利用料：119億円/年
（315円/月･人）

利用者：
◎初期投資：±0億円

※携帯端末購入費用：現状の携帯
電話と同等のため初期投資額の
増分は無し。

◎サービス利用料：119億円/年
（315円/月･人）

端末製造メーカー：
◎初期投資

【収入】-
【支出】位置特定ｲﾝﾌﾗ対応携帯端末の開発・構築

（通信事業者等との協業）
◎運 用

【収入】端末販売収入（※通信事業者の項参照）
【支出】端末製造費用

端末製造メーカー：
◎初期投資

【収入】-
【支出】位置特定ｲﾝﾌﾗ対応携帯端末の開発・構築

（通信事業者等との協業）
◎運 用

【収入】端末販売収入（※通信事業者の項参照）
【支出】端末製造費用

位置特定インフラ等の初
期投資、維持管理・更新
費用等の低減による、イ
ンフラ等整備・管理主体
の負担軽減が必要。

インフラ等整備費用に係る財
政的支援

平常業務におけるデータ更新
等による維持管理費の縮減

民によるインフラ等整備需要
の喚起・創出、等

サービス利用者数（有
料）の増大が必要。

・ 有料での利用者数増加によ
り民間事業者の初期投資・
運用費用の回収確率が高ま
ることを期待。

・ 一方、競合他社との競争激
化等により、収益性が低下
する可能性も有。

民による様々なサービス展
開による利用者数の増大、
他の収益事業の展開

行動連鎖型のリコメンデー
ション、アフィリエートなど
のビジネス展開、等
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費用面からの運用体制案の検証

屋外における衛星測位（GPS、準天頂衛星）の利用を想定し、屋内のみに位置特定インフラを整備すると仮定した

場合における費用等について試算。

また、「携帯端末の貸出」によるサービスを全国に拡大すると仮定した場合における費用等についても試算。

全国全国

119560.02119560.02
利用者からの

収入（億円/年）

71130.04431490.05
年間運用費用

（億円/年）

2201,0040.384,3065,0902.76
初期投資費用

（億円）

全国1地区全国1地区

「自ら保有する携帯
端末」を用いたサー

ビス提供体制案

「携帯端末の貸出」による
サービス提供体制案

「自ら保有する携帯
端末」を用いたサー

ビス提供体制案

「携帯端末の貸出」による
サービス提供体制案

屋内のみに位置特定インフラを整備屋外・屋内に位置特定インフラを整備

区 分

表 整備・運用ケース別の各運用体制案に係る費用等の比較（試算）

［注釈］
※「屋外・屋内に位置特定インフラを整備」：単位あたりの位置特定インフラ等の整備量を「モデル地区」（p6参照）と同等とした場合。

「屋内のみに位置特定インフラを整備」 ：「地上部」（屋外）には位置特定インフラの整備は行わず、屋内（鉄道駅、地下街）のみに位置特定インフラを整備するとした場合。（※歩行空間NWD等は地上部も整備）
※「１地区」：鉄道拠点駅を中心とする徒歩圏、面積1km2の1地区で整備・運用するとした場合。

「全 国」：全国の鉄道拠点駅（利用者数5,000人/日以上）周辺地区（1km2/地区）の2,801地区で整備・運用するとした場合。
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役割分担・費用負担等の検討

「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制に関する、事業性・継続性の観点からの主な課題：

① 位置特定インフラ等の全国整備・管理に係る事業スキームの確立、整備・管理主体の負担軽減

インフラ等の整備・管理に係る事業スキームの確立
既存制度の活用等を含む、位置特定インフラや歩行空間ネットワーク
データ等の整備・管理に係る事業制度の確立、インフラ等整備・管理
主体への財政的支援。

インフラ等の整備・管理費用の低減

利用者へのサービス水準の保持・向上を図りつつ、インフラ等の整
備・維持管理に要する費用を低減、抑制すべく、全国統一仕様の策
定・規格化、衛星測位の活用（併用）等による位置特定インフラ整備
費用の低減など、各種方策を検討。

位置特定インフラや歩行空間ネットワークデータ、身障者が利用可能な施設
データ、描画地図データ等に関する全国統一仕様の策定、規格化

屋外における衛星測位（GPS、準天頂衛星システム）の活用（併用）等による
位置特定インフラの段階的整備（初期投資の低減）

サービス利用者等からの情報（苦情等）を活かしたデータ更新体制構築など、
日常業務への組込みによる維持管理費の縮減

調達ロットの大規模化による、インフラ等整備・維持管理費用等の一層の低減

ボランティア協力による、バリア情報や身障者が利用可能な施設情報等の収
集・更新

整備･管理費用を、公的主体だけでなく、利用者が幅広く負担することも検討

・・・・等

全国的な整備展開方針等の明確化

実証実験の検証結果、プロジェクト評価結果等を踏まえた、全国的な
整備展開方針、段階的な整備・展開プランの明確化、公知化等による
社会的コンセンサスの形成。

事業性・継続性に関する主な課題

位置特定インフラ等の全国整備・
管理主体の負担軽減

位置特定インフラや歩行空間ネットワーク
データ等は、自律移動支援サービスを提供す
る上で必要不可欠となるインフラであり、高
齢者、障害者等を含むあらゆる人の移動上の
利便性・安全性を向上させ、公共の福祉の増
進に資するものとして、公的主体が整備・管
理を行うことが求められている。

しかしながら、位置特定インフラの整備費用
をはじめ、インフラ等の整備・管理（更新）
には多額の費用を要し、それらインフラ等の
整備・管理を担う公的主体にとって過大な負
担。

イ
ン
フ
ラ
等
の
全
国
整
備
・
管
理

対応方策案
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「自ら保有する携帯端末」を用いたサービス提供体制に関する、事業性・継続性の観点からの主な課題：

② 民間事業者の参入促進、サービス利用者数の増大（積極的な端末販売、サービス提供の促進）

サービス利用者数の増大
障害者を対象とした自律移動支援サービスに
加え、幅広い利用者を対象とした多様なサー
ビス展開図ることで、サービス利用者数を増
大する。

民間による多様なサービス展開、ビジネスモデルの創出

民間事業者等が創意工夫により多様なサービス展開を行えるよう、位
置特定インフラの全国統一仕様等の策定、規格化にあたり配慮。

多数の利用者のサービス利用を可能とするため、位置特定インフラに
対応した携帯端末等の普及を図る。

屋内屋外シームレスに利用できる、総合的なナビゲーションサービス
の提供に加えて、民間サービスとして行動連鎖型のリコメンデーショ
ン 、アフィリエートプログラム などのビジネス展開を期待。

※１リコメンデーション：ユーザが予め登録した属性情報や嗜好、行動履歴等を分析し、ユーザの行動シーンや嗜好
等に応じて興味がありそうな（関連性が高いと推定される）情報を推論・検索し、推薦情報として提供するサー
ビス。ユーザにとっては自分の欲しい情報にすばやくアクセスできる可能性が高まる一方、企業にとっては顧客
の購買率を高められるというメリットがある

※２アフィリエートプログラム：ネット上で提供される情報（広告）に関し，広告主が情報掲載者に対して，売上げ
に応じた手数料を支払うシステム

民間による多様なサービス展開を考慮した仕様の策定、公的主体によ
るインフラ等の先導的な全国整備等が、民間ビジネスにおける活用意
欲を喚起し、将来的には、民間事業者による位置特定インフラの整備
需要を創出することも期待。

民間事業者が参入しやすい環境の創出

位置特定インフラ、歩行空間ネットワークデータの計画的整備により、
民間事業者における計画的なシステム開発等を促進。

歩行空間ネットワークデータ等のインターネット等を通じた一元公開。
位置特定インフラ関連情報や歩行空間ネットワークデータ等を、全国統一仕様に準拠したデータと
してインターネット等を通じて一元的に公開し、民間事業者等の利用を促進

事業性・継続性に関する主な課題

民間事業者の参入促進
公的主体を中心とした位置特定インフラの整
備と同時に、民間事業者においてサービスが
実施されることが必要。

民
間
事
業
者
の
参
入
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数
の
増
大

対応方策案

役割分担・費用負担等の検討

※１ ※２
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（参考）社会的効果の試算

全国の鉄道拠点駅（5,000人/日以上）周辺地区（1km2）にインフラ等が整備され、利用者は自らが保有する携帯端末

で自律移動支援サービスを享受すると仮定した場合にもたらされる社会的効果を試算

• 応用サービスとして、観光施設や各種店舗等の情報をプッシュ情報等として提供することにより、利用者の回遊意欲を高めるとと
もに消費活動の活性化につなげ、エリア内の経済活動を活発化させる効果。

• 平成20年度実証実験でのモニターアンケートにおいても、応用サービスとして観光施設・店舗等の情報を提供することにより、情
報提供された施設に「実際に立ち寄ってみた」人が36％、「立ち寄ってみたいと思った」人が39％おり、利用者の回遊・来訪意欲
を高める効果があるとの結果が得られている。

• 自律移動支援サービス（応用サービスを含む）に関連する新たなサービスプロバイダーの登場、新規産業の創出等、自律移動支援
サービスの進展に伴って産業振興が進むことによりもたらされる効果。

• 公共交通機関を含めた経路案内等を行い、公共交通機関の利用回数が増えることによりもたらされる効果。

【公共交通機関の利用回数増加】

Σ対象者分類毎の公共交通機関利用増加回数（回/年）
※対象者分類毎の公共交通機関利用増加回数（回/年）

＝対象者分類毎の一人あたりの公共交通機関利用増加回数（回/人･年）×対象者数（人）×利用率

• 自律移動支援サービス（応用サービスを含む）により、利用者の外出頻度が増加し、それに伴い消費が増加することによりもたら
される便益。なお、増加する消費活動の種類としては「日常的な外出」「非日常的な外出（旅行等）」を想定。

【外出機会の増大に伴う消費活動増大】

Σ対象者分類毎の外出機会増加回数（回/年）×消費金額（円/回）

※対象者分類毎の外出機会増加回数（回/年）

＝対象者分類毎の一人あたりの外出機会増加回数（回/人･年）×対象者数（人）×利用率

• 利用者の特性に応じた経路探索や移動案内などの自律移動支援サービスにより、家族等が障害者の外出に付き添う時間が減少する
ことによってもたらされる便益。

【時間損失の減少】

Σ対象者分類毎の介助者の付添削減時間（時間/年）×一人あたりの時間価値（円/時間）
※対象者分類毎の介助者の付添削減時間（時間/年）

＝対象者分類毎の一人あたりの介助者の付添削減回数（回/人･年）×外出活動別平均所要時間（時間／回）×対象者数（人）×利用率

• 当該便益には、自治体が障害者福祉制度として雇用・提供している介助サービスが不要になるため、行政コストの削減効果も含む。
（※「平成18年度身体障害児・者実態調査結果」（厚生労働省社会・援護局傷害保険福祉部企画課）によると、外出時における主な介助者は家族であり、 「雇人」は0.3%、

「訪問介護人」は7.5%となっている。）

• 転倒・転落の危険性がある場所（階段等）や交差点等で注意を促す情報を提供し、転倒・転落事故や交通事故を回避することに
よってもたらされる便益。

【治療関係費の減少】

Σ対象者分類毎の事故遭遇回数（回/年）×平均治療関係費（円/回）×事故減少への寄与率（%）

【時間損失の減少】

Σ対象者分類毎の事故遭遇回数（回/年）×平均診療実日数（日/回）×一人あたりの平均収入（円/日）×事故減少への寄与率(%)
※対象者分類毎の事故遭遇回数（回/年）＝対象者分類毎の一人あたりの事故遭遇回数（回/人･年）×対象者数（人）×利用率

算定方法等

地域活性化等

公共交通機関の利用増大

-

雇用の拡大
定
性
評
価 回遊性の向上

視覚障害者

聴覚障害者

車いす使用者

上記以外の人

外出機会の増大
（外出機会の増大に伴う

消費活動の増大）
需要創出
（快適性・利便

性向上含む）

外出時の介助の減少
（外出時の介助に係る家

族等の負担減少）

視覚障害者

聴覚障害者

車いす使用者

事故の減少
（転倒・転落、交通事故

等の減少）

安全性・

安心感の向上
定

量

評

価

対象者主な社会的効果分類

表 自律移動支援サービスによりもたらされる主な社会的効果

※表中で赤いハッチを付けた項目が貨幣価値換算の対象とした項目。なお、人口集中地区（DID）内の限定的エリアを整備対象として設定していることから、各社会的効果の算定にあたって
は、総人口に対する DID人口比率（66.0%）、及び、DID面積に占める対象エリアの割合（22.3%）を乗じて算出。
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（参考）社会的効果の試算

自律移動支援サービスの全国整備・普及によりもたらされる社会的効果について、モニターアンケート調査結果など

をもとに試算

社会的効果（10年間）： 7,376億円（試算）

表 自律移動支援サービスの全国整備・普及によりもたらされる主な社会的効果（試算）

その他健常者等車いす使用者聴覚障害者視覚障害者

7376.3 7019.6 165.2 25.7 165.8 計（億円）

7,196.67,019.689.025.762.3
外出機会の増大
（外出機会の増大に伴う消費活動の増大）

177.4-74.50.0102.9
外出時の介助の減少
（外出時の介助に係る家族等の負担減少）

2.3-1.70.00.6
事故の減少
（転倒・転落、交通事故等の減少）

計（億円）
評価対象者毎の試算結果（億円）

項 目

社会的効果：7,376億円
（試算）

その他健常者等車いす使用者聴覚障害者視覚障害者

1,9861,9700016公共交通機関の利用増大

計
（万人･回）

評価対象者毎の試算結果（万人･回）
項 目

表 自律移動支援サービスの全国整備・普及によりもたらされる社会的効果（公共交通機関の利用増大）

【参考】

※試算対象期間：10年、利用率：10%

※試算対象期間は、位置特定インフラの耐用年数として10年を設定。
（※「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和四十年三月三十一日大蔵省令第十五号、最終改正年月日:平成二十年四月三十日財務省令第三二号）より）
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（参考）社会的効果の試算［試算に用いたデータ］

旅行

日常外出

旅行

• 平成18年度「社会生活基本調
査」より、1日のうち通勤・通学
に要する時間（31分）と、買物
に要する時間（24分）を合計し
て時間換算

0.92時間/回日常外出
外出活動別
平均所要時間 • 平成19年度「観光の実態と志

向」から1人あたりの国内宿泊観
光旅行宿泊数（1.6泊）を算出し
時間換算

38.4時間/回旅行

0.1回/人･年

日常外出

旅行

日常外出

15.7回/人･年下肢
障害

0.0回/人･年

0.0回/人･年聴覚
障害

1,558円/時間
(11,998円/日)

下肢障害

• 平成19年版「毎月勤労統計調
査」をもとに時間換算

2,236円/時間
(17,219円/日)

健常者

• 平成20年度実証実験アンケート
結果より算定

30.1回/人･年視覚
障害

一人あたりの
介助者の付添
削減回数

1.4回/人･年

入院

通院のみ

入院

通院のみ

入院

通院のみ

聴覚障害

視覚障害

下肢障害

聴覚障害

視覚障害

入院

通院

入院費

通院費

下肢
障害

聴覚
障害

視覚
障害

上記以外の人の
数（健常者等）

車いす使用者数

聴覚障害者数

視覚障害者数

1,133円/時間
(8,720円/日)

• 「平成18年身体障害児・者実態
調査結果」の「障害の種類別に
見た総収入の状況」（1ヶ月間の
総収入）をもとに時間換算

1,307円/時間
(10,066円/日)

一人あたりの
平均収入
（時間価値）

18.8%

5.0%
• 平成20年度実証実験アンケート

結果より算定

19.2%
事故減少への
寄与率

15.5日

2.2日
平均診療実日数

352,000円 • 平成19年度「自動車保険の概
況」

35,200円
平均治療関係費

0.0回/人･年

0.08回/人･年

0.0回/人･年

0.0回/人･年

0.0回/人･年

• 平成20年度実証実験アンケート
結果より算定

0.10回/人･年

一人あたりの
事故遭遇回数

• 18歳以上の推計総人口
（H18.10.1時点、統計局）より、
上記「視覚障害者数」「聴覚障
害者数」「下肢障害者数」を差
し引いた値

104,548,875
人

1,237,916人

429,312人

• 「平成18年度 社会福祉行政業務
報告」

• 「車いす使用者数」は肢体不自
由者のうち下肢障害の人の数と
して計上。

383,897人

対象者数
（対象人口）

公共
交通

消費
増大

介助
減少

事故
減少

備 考数 値種 類

健常者

聴覚障害

• 平成19年度「観光の実態と志
向」

• C-NEWS調査（2008年度9月）

旅行

日常外出

• 18歳以上総人口の10%が利用者に
なると仮定10%利用率（ｻｰﾋﾞｽ利用率）

12.8回/人･年

0.0回/人･年下肢障害

• 平成20年度実証実験アンケート
結果より算定

28.1回/人･年視覚障害
一人あたりの
公共交通機関
利用増加回数

0.0回/人･年

旅行

日常外出

旅行

日常外出

旅行

日常外出

旅行

日常外出(買物)

健常
者

下肢
障害

聴覚
障害

視覚
障害

40,600円/回

706円/回
消費金額

1.0回/人･年

7.1回/人･年

0.8回/人･年

23.2回/人･年

1.0回/人･年

0.0回/人･年

2.3回/人･年

• 平成20年度実証実験アンケート
結果より算定

23.9回/人･年

一人あたりの
外出機会増加
回数

公共
交通

消費
増大

介助
減少

事故
減少

備 考数 値種 類


